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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　負荷設備に接続され、該負荷設備に直流電力を供給する電池のフロート充電システムで
あって、
　交流電源から電力の供給を受けて直流電力に変換して出力する電源装置と、
　水素吸蔵合金を負極材料として含む負極と、正極と、を備えたニッケル水素電池ユニッ
トを複数機積層してなり、前記電源装置に接続され、前記負荷設備に接続されたニッケル
水素電池と、
　前記ニッケル水素電池に取り付けられ、該ニッケル水素電池の温度を検出する温度計お
よび電流値を検出する電流計を有し、該温度および該電流値を含む前記ニッケル水素電池
の状態を検出して、前記ニッケル水素電池の状態を示す状態信号を出力する状態信号出力
装置と、
　前記ニッケル水素電池の電流値に基づいて、前記ニッケル水素電池が満充電状態である
か否かを判別し、満充電状態であると判別したときは、前記ニッケル水素電池の温度と、
値域が０．０１Ｃ以下である前記ニッケル水素電池の温度に対する所定の減少関数と、に
基づいて求めた前記ニッケル水素電池の充電電流とするよう、前記電源装置の出力を制御
する充電制御装置とを有する、ニッケル水素電池のフロート充電システム。
【請求項２】
　前記ニッケル水素電池と直列に接続され、前記ニッケル水素電池の充電電流を調節する
充電電流調節手段をさらに有する、請求項１に記載のニッケル水素電池のフロート充電シ
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ステム。
【請求項３】
　前記充電電流調節手段は、
　前記ニッケル水素電池の放電時に電流の流れを阻止する向きに前記ニッケル水素電池と
直列に接続されたダイオードと、
　前記ダイオードと並列に接続された可変抵抗器とを有する、請求項２に記載のニッケル
水素電池のフロート充電システム。
【請求項４】
　前記負極の負極材料の水素吸蔵合金はミッシュメタルを含まない、請求項１から請求項
３のいずれか１項に記載のニッケル水素電池のフロート充電システム。
【請求項５】
　前記負極の負極材料の水素吸蔵合金がＬａＮｉ５型合金であり、その組成がＭｍＮｉａ
ＣｏｂＭｎｃＡｌｄであり、ＭｍはＬａ，Ｃｅ，Ｐｒ，Ｎｄの混合物からなり、３．７＜
ａ＜３．８、０．７＜ｂ＜０．７５、０．３＜ｃ＜０．４、０．３＜ｄ＜０．３５、であ
り、４．９＜ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ＜５．３である、請求項１から請求項３のいずれか１項に記
載のニッケル水素電池のフロート充電システム。
【請求項６】
　前記ニッケル水素電池ユニットは、
　前記正極に接続されてなる導電性の正極集電体と、該正極集電体に対面し前記負極に接
続されてなる導電性の負極集電体と、をさらに備え、
　前記ニッケル水素電池は、
　隣り合う２機の前記ニッケル水素電池ユニットの一方のユニットの正極集電体ともう一
方のユニットの負極集電体との間に、気体または液体からなる伝熱媒体の流通経路が設け
られてなる、請求項１から請求項５のいずれか１項に記載のニッケル水素電池のフロート
充電システム。
【請求項７】
　前記ニッケル水素電池ユニットは、
　前記正極に接続されてなる導電性の正極集電体と、該正極集電体に対面し前記負極に接
続されてなる導電性の負極集電体と、をさらに備え、
　前記ニッケル水素電池は、
　隣り合う２機の前記ニッケル水素電池ユニットの一方のユニットの正極集電体ともう一
方のユニットの負極集電体との間に、両集電体に接するように挿入されてなる、気体また
は液体からなる伝熱媒体の流通経路を備えた伝熱板をさらに有する、請求項１から請求項
５のいずれか１項に記載のニッケル水素電池のフロート充電システム。
【請求項８】
　前記ニッケル水素電池が密閉構造である、請求項１から請求項７のいずれか１項に記載
のニッケル水素電池のフロート充電システム。
【請求項９】
　前記ニッケル水素電池が開放構造である、請求項１から請求項７のいずれか１項に記載
のニッケル水素電池のフロート充電システム。
【請求項１０】
　前記ニッケル水素電池の出力側に電力調整装置を介さずに前記負荷設備に接続される、
請求項１から請求項９のいずれか１項に記載のニッケル水素電池のフロート充電システム
。
【請求項１１】
　負極材料としてミッシュメタルを含まない負極と、正極と、前記負極に接触する導電性
の負極集電体と、該負極集電体に対面し前記正極に接触する導電性の正極集電体が設けら
れてなるニッケル水素電池ユニットを複数機積層して、隣り合う２機の前記ニッケル水素
電池ユニットの一方のユニットの正極集電体ともう一方のユニットの負極集電体との間に
、両集電体に接するように挿入されてなる、気体または液体からなる伝熱媒体の流通経路
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を備えた伝熱板を有するニッケル水素電池のフロート充電方法において、
　前記ニッケル水素電池の温度および電流値を含む前記ニッケル水素電池の状態を検出す
る状態検出ステップと、
　前記ニッケル水素電池の電流値に基づいて、前記ニッケル水素電池が満充電状態である
か否かを判別する満充電判別ステップと、
　前記ニッケル水素電池が満充電状態であると判別されたときは、前記ニッケル水素電池
の温度と、値域が０．０１Ｃ以下である前記ニッケル水素電池の温度に対する所定の減少
関数と、に基づいて求めた前記ニッケル水素電池の充電電流とするよう、交流電源からの
電力を直流電力に変換して前記ニッケル水素電池に充電を行う充電ステップとを備えた、
ニッケル水素電池のフロート充電方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ニッケル水素電池の利用技術に関するものであり、より具体的には負荷と並
列に接続されたニッケル水素電池の充電システムに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　二次電池は自己放電があるため、満充電にして放置しておくと充電量が減り、停電時な
どの非常時に充分な電力を取り出せない。このため、満充電状態を保持する方法が必要で
ある。このような充電方式としては、トリクル充電やフロート充電がある。
【０００３】
　トリクル充電は、機器を商用電源で稼動させる一方、非常電源用の二次電池を機器から
は切り離し、微小な電流で充電し、満充電状態を保持する。商用電源が停電により途絶え
た場合には、二次電池に接続し直して機器の運用の継続を図る方式である。
【０００４】
　フロート充電は、機器と電源に並列に二次電池が接続されており、電源は機器の動作と
二次電池の充電の両方に使用される。満充電状態でも二次電池には常に電圧が掛かってお
り、自己放電による充電量減少を感知すると、二次電池に電流が流れて再び充電されるた
め、電池は常に満充電状態に保持される。
【０００５】
　前者では、機器と二次電池が切り離されており、商用電源から電池への切り替え時に停
電が生じるが、後者では電源と並列に二次電池が接続されており、電源停止と同時に、二
次電池から機器へ電力供給されるので、瞬時といえども停電をすることがない。電源の切
り替え時の停電（瞬停）が問題になる場合には、フロート充電を採用する必要がある。
【０００６】
　従来はフロート充電に使用できる二次電池は鉛蓄電池などに限られていた。その理由と
しては、これらの電池は充電が進むと内部抵抗が増加することから、満充電状態において
一定電圧で充電し続けたとしても、ほとんど電池へは電流が流れないためである。したが
って、過充電による寿命の低下の影響は小さく、長期間満充電状態を保持し続けることが
可能である。
【０００７】
　一方、ニッケル水素電池は、鉛蓄電池と比べて体積当たりのエネルギー密度が２倍も大
きく、コンパクトで軽量な電池システムを構成することができる。また、過充電により発
生した酸素を負極で処理して水に戻すことができるので、密閉構造とすることによりメン
テナンスフリー化できるといった利点がある。
【０００８】
　下記の特許文献１に開示された無停電電源装置において、通常は商用電源からの電力で
機器の運用が図られて、停電が生じたときに、二次電池の電力がインバータを介して機器
に供給される。この場合、二次電池は定常的に電源には接続されない。
【０００９】
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　また、下記の特許文献２にはフロート充電についての技術が開示されている。商用電源
からの整流器を介して、二次電池と負荷に並列に供給されており、二次電池は充電が必要
とするときに整流器に接続され、定常的には充電がなされない構成となっている。
【００１０】
　さらに、下記の特許文献２、３には電源が二次電池と機器に並列に接続された技術が開
示されているが、同技術では二次電池には消費した電流分だけ充電される。そして、特許
文献２および特許文献３において、二次電池が常時充電されることを回避して、電極の劣
化による電池寿命の低下の防止を図っている。
【００１１】
　図１５に従来技術からなる二次電池を用いた電力供給システムの構成例を示す。図１５
（１）は特許文献１に開示された構成例であり、図１５（２）は二次電池をフロート充電
しながら機器に直流電力を供給する構成例である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１２】
【特許文献１】特開２００３－０７０１８４号公報
【特許文献２】特開平５－８３８７９号公報
【特許文献３】特開２００９－１６５２０３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１３】
　図１５（２）に示すように、電源に二次電池と機器が並列に接続されている場合は、二
次電池は定常的に電源に接続され充電状態にある。かかる場合は過充電されることによる
電極の劣化に伴い二次電池の寿命が低下するといわれている。
【００１４】
　図９に二次電池の充電状態に対する内部抵抗の変化の状況を示す。図９から分かるよう
に、鉛蓄電池等は充電が進むにつれて満充電（ＳＯＣ（Ｓｔａｔｅ　ｏｆ　Ｃｈａｒｇｅ
）＝１００％）までは電池の内部抵抗が増加して、満充電後は高い内部抵抗値を保持して
いる。一方、ニッケル水素電池においては充電が進むにつれて電池の内部抵抗は増加する
が、満充電後は逆に内部抵抗が低下する。このことから、鉛蓄電池等はフロート充電によ
り過充電状態となってもその内部抵抗が増大するので充電電流は制限され、いわば自己安
定状態となる。一方、ニッケル水素電池は過充電状態になると内部抵抗が減少するので、
充電電流は増加してさらに充電が進むことになる。過充電が進めば電池寿命に悪影響を及
ぼす。
【００１５】
　二次電池をフロート充電せずに、通常時は電源から電力供給を行い、停電時に二次電池
から電力の供給を行なう図１５（１）のシステムにおいては、停電発生から二次電池の電
源に切り換わるまでの間一時的に停電が生じる。このような瞬時停電（瞬停）が発生すれ
ば機器の動作に悪影響を及ぼすこととなり好ましくない。
【００１６】
　電源に機器と並列に開閉スイッチを介して二次電池を接続して、常時は開閉スイッチを
開にして、二次電池に充電が必要なときに開閉スイッチを閉じて充電を行なう特許文献２
，３に開示の構成においては、二次電池は過充電されるおそれがなく、また、電源の切換
えに伴う瞬停が発生しない。しかしながら、このような構成例においては、交流電源にお
いては二次電池の出力にインバータ装置を必要とし、直流電源においては放電電圧調節装
置を必要とする。いずれも高価な装置である。
【００１７】
　さらには、ニッケル正極を有しアルカリ水溶液を電解液とする二次電池には、ニッケル
水素電池以外にもニッケル-カドミウム電池、ニッケル鉄電池、ニッケル亜鉛電池がある
。これらの電池もニッケル水素電池と同様に、過充電により正極から酸素発生し、負極か
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ら水素発生する。酸素は負極表面で結合して水に戻るが、カドミウム、鉄、亜鉛などの負
極は水素吸蔵合金のように多量の水素を吸蔵しないため、一旦水素ガスになって脱離して
しまうと電解液には戻らず、電池容器内に充満して内圧上昇を引き起こす。このため密閉
化が行えないので、メンテナンスフリーとすることができなかった。
【００１８】
　本発明はかかる課題を解決するためになされたものであり、ニッケル水素電池をフロー
ト充電することにより停電発生時に瞬停を生じることなく、機器に電気の供給を可能にし
て二次電池が過充電によりその寿命に悪影響を与えることがなく、安価な電源システムを
提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１９】
　上記の目的を達成するために本発明に係るニッケル水素電池のフロート充電システムは
、負荷設備に接続され、該負荷設備に直流電力を供給する電池のフロート充電システムで
あって、交流電源から電力の供給を受けて直流電力に変換して出力する電源装置と、水素
吸蔵合金を負極材料として含む負極と、正極と、を備えたニッケル水素電池ユニットを複
数機積層してなり、前記電源装置に接続され、前記負荷設備に接続されたニッケル水素電
池と、前記ニッケル水素電池に取り付けられ、該ニッケル水素電池の状態を検出して、該
ニッケル水素電池の状態を示す状態信号を出力する状態信号出力装置と、前記状態信号に
基づいて、前記ニッケル水素電池が満充電状態であるか否かを判別し、満充電状態である
と判別したときは、前記ニッケル水素電池の充電電流を０．０１Ｃ以下とするよう、前記
電源装置の出力を制御する充電制御装置とを有する。
【００２３】
　ここで、本発明の説明において状態信号出力装置とは、ニッケル水素電池の状態として
の信号を出力する装置であって、例えば、電流計であり、温度計であり、電池監視回路で
あり、またはこれらを含む装置である。
【００２４】
　なお、本発明の説明においてフロート充電とは、直流電源である充電器と負荷設備との
間に二次電池を接続して、二次電池が常に充電器から充電され得ることであり、充電器の
出力電圧が二次電池の出力電圧より高ければ二次電池は充電されることになる。
【００２５】
　また、前記状態信号出力装置は、前記ニッケル水素電池の状態としての温度を検出する
温度計を有する。
【００２６】
　この構成によれば、ニッケル水素電池が満充電状態であるか否かの判別に、ニッケル水
素電池の状態としての温度を用いることができる。
【００２７】
　なお、充電器と負荷設備とを結ぶ直流母線とニッケル水素電池の間に電流計が接続され
ている。
【００２８】
　また、前記状態信号出力装置は、前記ニッケル水素電池の状態としての電流値を検出す
る電流計をさらに有し、前記充電制御装置は、前記ニッケル水素電池の電流値に基づいて
、前記ニッケル水素電池が満充電状態であるか否かを判別し、満充電状態であると判別し
たときは、前記ニッケル水素電池の温度と、値域が０．０１Ｃ以下である前記ニッケル水
素電池の温度に対する所定の減少関数と、に基づいて求めた前記ニッケル水素電池の充電
電流とするよう、前記電源装置の出力を制御する。
【００２９】
　この構成によれば、ニッケル水素電池が満充電状態であるか否かの判別に、ニッケル水
素電池の状態としての電流値を用いることができる。なお、電流計は、例えば充電器と負
荷設備とを結ぶ直流母線とニッケル水素電池の間に接続される。
【００３２】
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　本発明に係るニッケル水素電池のフロート充電システムは、前記ニッケル水素電池と直
列に接続され、前記ニッケル水素電池の充電電流を調節する充電電流調節手段をさらに有
してもよい。
【００３３】
　この構成によれば、充電電流調節手段により、ニッケル水素電池の充電電流を任意に調
節できる。
【００３４】
　本発明に係るニッケル水素電池のフロート充電システムにおいて、前記充電電流調節手
段は、前記ニッケル水素電池の放電時に電流の流れを阻止する向きに前記ニッケル水素電
池と直列に接続されたダイオードと、前記ダイオードと並列に接続された可変抵抗器とを
有してもよい。
【００３５】
　この構成によれば、充電電流調節手段が、ダイオードと可変抵抗器とを含む。可変抵抗
器にメモリと調節つまみを設け、調節つまみの操作により、ニッケル水素電池の充電電流
を調節可能としてもよい。
【００３６】
　本発明に係るニッケル水素電池のフロート充電システムに用いるニッケル水素電池は、
前記負極の負極材料の水素吸蔵合金はミッシュメタルを含まないことが好ましい。
【００３７】
　この構成によれば、未精製の希土類金属（Ｌａ，Ｃｅ，Ｐｒ，Ｎｄなど）の混合物であ
るミッシュメタル（Ｍｍ）を負極材料として含まない。
　
【００３８】
　本発明に係るニッケル水素電池のフロート充電システムに用いるニッケル水素電池は、
前記負極の負極材料の水素吸蔵合金がＬａＮｉ５型合金であり、その組成がＭｍＮｉａＣ
ｏｂＭｎｃＡｌｄであり、ＭｍはＬａ，Ｃｅ，Ｐｒ，Ｎｄの混合物からなり、３．７＜ａ
＜３．８、０．７＜ｂ＜０．７５、０．３＜ｃ＜０．４、０．３＜ｄ＜０．３５、であり
、４．９＜ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ＜５．３であることが好ましい。
【００３９】
　一般に、ニッケル水素電池では、良好な急速充放電特性を示すＭｍＮｉaＣｏbＭｎcＡ
ｌd系合金が用いられる。Ｍｍを純粋なＬａで置き換えるためには、Ｍｍを精製してＬａ
とほかの希土類元素に分離する必要があり、コストがかかる。このため、通常は安価なＭ
ｍが採用される。ただし、ＭｍＮｉ5のままでは平衡水素解離圧が高く、水素吸蔵が困難
であるから、ニッケル水素電池用負極として十分に機能しない。これを改善するためには
Ｎｉの一部をＭｎ、Ａｌ、Ｃｏで置換することが有効である。Ｃｏ置換は充放電時の合金
の体積膨張、収縮の変化を少なくして、合金の割れを抑制する効果がある。Ａｌ置換は合
金表面に酸化物などの保護膜を形成し、耐久性を向上させるとともに、平衡解離圧を低減
させる効果もある。Ｍｎ置換はＡｌ置換と比べて合金の水素吸蔵容量を減らすことなく平
衡水素解離圧を低減させることができる。しかし、充放電の繰り返しによって、電解液中
に溶出しやすく、サイクル寿命を低下させる。電池の出力特性、水素吸蔵量、サイクル寿
命など、用途に応じて上記a、b、c、dのようにＣｏ、Ａｌ、Ｍｎなどの添加量を調整しつ
つ、用いることが好ましい。
【００４０】
　本発明に係るニッケル水素電池のフロート充電システムに用いるニッケル水素電池は、
前記ニッケル水素電池ユニットは、前記正極に接続されてなる導電性の正極集電体と、該
正極集電体に対面し前記負極に接続されてなる導電性の負極集電体と、をさらに備え、前
記ニッケル水素電池は、隣り合う２機の前記ニッケル水素電池ユニットの一方のユニット
の正極集電体ともう一方のユニットの負極集電体との間に、気体または液体からなる伝熱
媒体の流通経路が設けられてもよい。
【００４１】
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　本発明に係るニッケル水素電池のフロート充電システムに用いるニッケル水素電池は、
前記ニッケル水素電池ユニットは、前記正極に接続されてなる導電性の正極集電体と、該
正極集電体に対面し前記負極に接続されてなる導電性の負極集電体と、をさらに備え、前
記ニッケル水素電池は、隣り合う２機の前記ニッケル水素電池ユニットの一方のユニット
の正極集電体ともう一方のユニットの負極集電体との間に、両集電体に接するように挿入
されてなる、気体または液体からなる伝熱媒体の流通経路を備えた伝熱板をさらに有して
もよい。
【００４２】
　この構成によれば、伝熱媒体としては、例えば、空気、水または油を用いることができ
るが、これに限定されるものではなく、一般的に伝熱媒体として知られている気体または
液体からなるすべての伝熱媒体を用いることができる。
【００４３】
　本発明に係るニッケル水素電池のフロート充電システムに用いるニッケル水素電池は、
前記ニッケル水素電池が密閉構造であってもよい。
【００４４】
　この構成によれば、好ましくはニッケル水素電池ユニットが密閉構造を備えており、か
つ、耐圧構造を備えている。
【００４５】
　具体的には、好ましくは負極容量と正極容量の比が２～４である。また好ましくは、枠
部材と蓋部材の間にアスファルトピッチ系のシール剤を介在させてシール性を確保して、
正極規制とすることによりガスの発生を抑制して密閉化を可能にしてもよい。
【００４６】
　本発明に係るニッケル水素電池のフロート充電システムに用いるニッケル水素電池にお
いては、前記ニッケル水素電池が開放構造であってもよい。
【００４７】
　本発明に係るニッケル水素電池のフロート充電システムにおいては、前記ニッケル水素
電池の出力側に電力調整装置を介さずに前記負荷設備に接続されてもよい。
【００４８】
　この構成によれば、ニッケル水素電池の出力側と直流母線との間に、ニッケル水素電池
の出力電圧または出力電流を制御する電力調節装置を設けない。これによりシステムを安
価に構成することができる。
【００４９】
　本発明に係るニッケル水素電池のフロート充電方法においては、負極材料としてミッシ
ュメタルを含まない負極と、正極と、前記負極に接触する導電性の負極集電体と、該負極
集電体に対面し前記正極に接触する導電性の正極集電体が設けられてなるニッケル水素電
池ユニットを複数機積層して、隣り合う２機の前記ニッケル水素電池ユニットの一方のユ
ニットの正極集電体ともう一方のユニットの負極集電体との間に、両集電体に接するよう
に挿入されてなる、気体または液体からなる伝熱媒体の流通経路を備えた伝熱板を有する
ニッケル水素電池のフロート充電方法において、
　前記ニッケル水素電池の状態を検出する状態検出ステップと、前記検出したニッケル水
素電池の状態に基づいて、前記ニッケル水素電池が満充電状態であるか否かを判別する満
充電判別ステップと、前記ニッケル水素電池が満充電状態であると判別されたときは、前
記ニッケル水素電池の充電電流を０．０１Ｃ以下とするよう、交流電源からの電力を直流
電力に変換して前記ニッケル水素電池に充電を行う充電ステップとを備える。
【００５０】
　また、本発明に係るニッケル水素電池のフロート充電方法において、前記状態検出ステ
ップは、前記ニッケル水素電池の状態としての温度を検出する。
【００５１】
　また、本発明に係るニッケル水素電池のフロート充電方法において、前記状態検出ステ
ップは、前記ニッケル水素電池の状態としての電流値を、さらに検出し、前記満充電判別
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ステップは、前記ニッケル水素電池の電流値に基づいて、前記ニッケル水素電池が満充電
状態であるか否かを判別し、前記充電制御ステップは、前記ニッケル水素電池が満充電状
態であると判別されたときは、前記ニッケル水素電池の温度と、値域が０．０１Ｃ以下で
ある前記ニッケル水素電池の温度に対する所定の減少関数と、に基づいて求めた前記ニッ
ケル水素電池の充電電流とするよう、交流電源からの電力を直流電力に変換して前記ニッ
ケル水素電池に充電を行う。
                                                                                
【発明の効果】
【００５２】
　本発明に係るニッケル水素電池のフロート充電システムを採用することにより、停電発
生時に即時に放電を開始することができ、瞬停を生じることなく負荷となる機器に電気を
供給し続けて稼働を維持することを可能にする。また、ニッケル水素電池が過充電により
その寿命に悪影響を与えることもない。また、密閉構造とすることによりメンテナンスフ
リー化できるといった利点がある。
【図面の簡単な説明】
【００５３】
【図１】本発明の一実施形態に係る電池モジュールを示す部分破断側面図である。
【図２】ニッケル水素電池を構成する単位電池の一構成例の構造を示す断面図である。
【図３】図２に示す単位電池の枠形部材、第１蓋部材および第２蓋部材の構造を示す斜視
図である。
【図４】電池モジュールの一構成例を示す横断面図である。
【図５】図４と同じ一構成例の電池モジュールの一部斜視図である。本斜視図では、伝熱
板内の空気の流れ方向を示している。
【図６】一構成例の電池モジュールに用いられる伝熱板の斜視図である。
【図７】伝熱構造を有する電池ユニット積層体を、強制冷却を行うファンと風洞により冷
却を行う構成を示した斜視図である。
【図８】（１）は伝熱構造を有する電池ユニット積層体の一実施例の縦断面図である。（
２）は（１）の正極板および負極板の正面図である。
【図９】各種電池のＳＯＣに対する電池の内部抵抗の変化を示す内部抵抗特性図である。
【図１０】各種電池のＳＯＣに対する電圧変化を示すＳＯＣ特性図である。
【図１１】本発明に係るフロート充電システムの第一の実施形態を示す系統図である。
【図１２】本発明に係るフロート充電システムの第二の実施形態を示す系統図である。
【図１３】本発明に係るフロート充電システムの第三の実施形態を示す系統図である。
【図１４】本発明に係るフロート充電システムの第一の実施形態の変形例を示す系統図で
ある。
【図１５】（１）は従来技術からなる二次電池を用いた電力供給システムの構成例である
。（２）は従来技術よりなるフロート充電を示す系統図である。
【発明を実施するための形態】
【００５４】
１．ニッケル水素電池について
　以下、第１の実施の形態に係るニッケル水素電池のフロート充電システムに使用される
ニッケル水素電池１０について詳細に説明する。
【００５５】
　ニッケル水素電池１０は、複数の単位電池が直列接続されてなる電池モジュールによっ
て構成されており、単数の電池モジュールで構成されていてもよいし、複数の電池モジュ
ールが直列接続された直列電池モジュールで構成されていてもよい。あるいは、上記単数
の電池モジュールまたは上記直列電池モジュールが並列接続されて構成されていてもよい
。並列接続すれば電池容量が大きくなるとともに、等価的な内部抵抗は低下する。電池モ
ジュールＢの直列数および並列数は、ニッケル水素電池１０の電圧仕様および貯蔵電気量
仕様に応じて決められる。
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【００５６】
　図１は、本発明の一実施形態に係る電池モジュールＢの構造を示す部分破断側面図であ
る。この電池モジュールＢは、例えば、地上蓄電設備に使用されるものであって、密閉式
の角形電池である単位電池Ｃを、単位電池Ｃの厚み方向に複数個（例えば本実施形態では
３０個）積層して構成される。電池モジュールＢの構造については後述する。
【００５７】
〔単位電池の一構成例〕
　図２および図３は、上述の単位電池の一構成例を説明するための図である。
【００５８】
　図２は、上記単位電池Ｃの構造を示す断面図である。単位電池Ｃは、セパレータ６１、
正極を構成する正極板６２、および負極を構成する負極板６３を含む電極体６５と、電極
体６５を電解液と共に収容する空間を形成する矩形の枠形部材６７と、第１蓋部材６９と
、第２蓋部材７１とを備えている。なお、図２に示す単位電池Ｃは、水酸化ニッケルを主
要な正極活物質とし、水素吸蔵合金を主要な負極活物質とし、アルカリ系水溶液を電解液
とする、繰り返し充放電が可能なニッケル水素二次電池として構成している。図３に示す
ように、第１蓋部材６９は、枠形部材６７の一方の開口６７ａを覆う平板状の本体部６９
ａを有しており、本体部６９ａの４つの各辺において一体に形成された縁部が、枠形部材
６７の４つの各辺６７ｂにほぼ沿うように折り曲げられて、枠形部材６７の外周面の一部
を覆う側部６９ｂを形成している。第２蓋部材７１も、第１蓋部材６９と同様に、本体部
７１ａおよび側部７１ｂを有しており、枠形部材６７の他方の開口６７ｃを覆っている。
【００５９】
　電極体６５は、図２に示すように、正極板６２と負極板６３とが、セパレータ６１を介
して所定の方向に交互に積層されて対向する積層構造を有している。より具体的にはプリ
ーツ状に折り曲げられたセパレータを介して、正極板６２と負極板６３とが交互に積層さ
れて対向するプリーツ構造を有している。図２および図３に示す単位電池Ｃにおいて、電
極体６５は、枠形部材６７の、図３の左右方向に向かい合う一組の辺６７ｂ、６７ｂの一
方から他方に向かう方向Ｙに積層されている。
【００６０】
〔電池の密閉構造の一実施形態〕
　本実施形態に係る単位電池Ｃによれば、以下の効果が得られる。単位電池Ｃ内部のガス
圧が上昇した場合、その圧力は、第１および第２蓋部材６９，７１の本体部６９ａ，７１
ａを外側に向けて本体部に垂直な方向に押しつけると同時に、第１および第２蓋部材６９
，７１の側部６９ｂ、７１ｂを、枠形部材６７の撓みを介して外側に、つまり本体部６９
ａ，７１ａに平行な方向に押しつける。本体部６９ａ，７１ａから折り曲げられた側部６
９ｂ、７１ｂが存在しない場合には、本体部６９ａ，７１ａが外側に大きく撓んで電池Ｃ
が膨張するが、本実施形態においては、側部６９ｂ、７１ｂにかかる力が本体部６９ａ，
７１ａに対する引張り力として作用するので、本体部６９ａ，７１ａの撓みによる単位電
池Ｃの側面方向、つまり単位電池Ｃ同士の積層方向Ｘの膨張は大幅に抑制される。
【００６１】
　さらに、本実施形態のように、積層構造を有する電極体６５を使用している場合には、
繰り返し充放電に伴って電極体１５が積層方向Ｙに膨張する傾向にあるので、枠形部材６
７は、ガス圧力に加えて、積層方向Ｙに沿って電極体６５からの力を受ける。しかしなが
ら、積層方向Ｙに対向する位置に側部６９ｂ、７１ｂが設けられているため、単位電池Ｃ
の積層方向の膨張が抑制されると同時に、電極体の膨張による力もやはり、本体部６９ａ
，７１ａに対する引っ張り力として作用する。したがって、大型の角形電池における、生
産性や電解液の浸透性といった積層構造電極体６５の利点を得ながら、単位電池Ｃの膨張
が一層効果的に抑制される。
【００６２】
　この構成によれば、第１および第２蓋部材６９，７１の肉厚を薄くして電池の重量およ
び体積を低減することも可能となるので体積あたりのエネルギー密度が高くなる。
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【００６３】
　また図２において、第１および第２蓋部材６９，７１と枠形部材６７との接合面にはア
スファルトピッチ系のシール剤が介在しており、単位電池Ｃ内部の電解液が単位電池Ｃの
外部に漏出するのを防止して密閉を確保している。
電池の構成として、正極よりも負極の方が多く活物質が充填されており、いわゆる正極規
制となっている。具体的には負極－正極容量比（Ｎ／Ｐ）は２から４の範囲にあり、好ま
しくはＮ／Ｐ＝２．３～２．８、さらに好ましくは２．５である。
【００６４】
　水素吸蔵合金は水素吸蔵(充電)・放出(放電)反応を繰り返すことで、合金粒子が割れて
微粉化するため、その都度、新しい表面が露出して、徐々に腐食が進み、水素吸蔵能も充
放電サイクルを経ると徐々に低下する。一般に、充放電サイクルによる劣化速度は正極よ
りも負極の方が速い。負極には合金腐食や過充電の影響による水素が未放出のまま残留す
るようになることもあり、一般的に、電池構成の際には負極容量を正極容量よりも大きく
する正極容量規制を行なう。Ｎ/Ｐを２～４とするが、定電流によりで充放電を行う場合
、ドライアウトなどの影響がなければ、数１００～１０００回以上の充放電が可能である
ところ、Ｎ／Ｐ＝２を下回ると、充分なリザーブ領域を確保できず、サイクル寿命の低下
も早い。一方、Ｎ／Ｐ＝４を上回ると、電池特性は良好であるが、負極の電池容積に占め
る割合が増大するため、相対的に組み込むことのできる正極の量および電池容量が減少す
る。
【００６５】
　正極規制とすることにより、たとえば過充電等により正極において酸素が発生してもこ
の発生酸素は負極の水素吸蔵合金に蓄えられている水素と反応して水となる。これにより
、電池内部の圧力上昇は抑えられるとともに、電解液が減少することがないので、メンテ
ナンスフリーとなり、電池の密閉化が可能となる。
【００６６】
〔電池モジュールの一実施形態と耐圧閉構造〕
　本発明に係る電池モジュールＢは、上記の角形電池を単位電池として、複数の単位電池
Ｃを、隣接し合う単位電池Ｃの一方の第１蓋部材６９と他方の第２蓋部材７１とが対向す
る方向に積層してなり、単位電池Ｃの間に伝熱板５６を介在させて、ほぼ直方体形状の電
池積層体５１を構成する。
【００６７】
　さらに電池モジュールＢは、電池積層体５１の積層方向の両側面に沿ってそれぞれ延び
る１組の側面補強部材である側面板５２と、１組の側面板５２の、電池積層体の積層方向
の前端部および後端部にそれぞれ固定されて、電池積層体の前部および後部をそれぞれ覆
う板状の圧縮部材である圧縮板５３と、この前後の圧縮板５３に支持されて、電池積層体
を積層方向の前後からそれぞれ締め付ける締め付けボルト５４とを備えている。
【００６８】
　なお、本実施形態において、１つの単位電池Ｃに１つの伝熱板５６が対応しているが、
これに限定せず、２つの単位電池Ｃに１つの伝熱板５６が対応する場合等もある。
【００６９】
　このように構成することにより、電池積層体の積層方向の圧力を、電池積層体の側面に
配置する側面補強部材、例えば、電池積層体の側面を覆う側面板によって確保することが
できる。換言すれば、電池積層体の側面を保護する部材とは別に、電池積層体を積層方向
に締め付ける部材を設ける必要がないので、電池モジュールの小型化および軽量化が可能
となる。
【００７０】
〔電池モジュールの一実施形態と冷却構造〕
　図４ は、一実施形態の電池モジュールの横断面図である。図５は、図４の電池モジュ
ールの一部斜視図であって、電池モジュールにおける伝熱板内の空気の流れ方向を示して
いる（但し、図４（１）に示される絶縁板１０７、１０８が省略されている）。図６は、
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図４、図５の電池モジュールに用いられている伝熱板９６の斜視図である。
【００７１】
　この電池モジュールは、複数の単位電池Ｃと伝熱板９６を積層してなる電池積層体８１
を有している。単位電池Ｃは、対向して設けられた正極集電体９９と負極集電体１００の
間に、アルカリ電解液中で腐食など変質せず、蛇腹状のセパレータ１０１が交互に両集電
体に近接するように配置される。さらに各単位電池では、蛇腹状のセパレータ１０１と正
極集電体９９とで区画される空間に電解質溶液１０２とともに正極活物質を含有する正極
シート１０３が配置され、蛇腹状のセパレータ１０１と負極集電体１００とで区画される
空間に電解質溶液１０２とともに負極活物質を含有する負極シート１０４が配置され、正
極シート１０３と負極シート１０４がセパレータ１０１を挟んで交互に組み込まれている
。単位電池はセパレータ１０１を蛇腹状とすることにより、正極シート１０３、負極シー
ト１０４を、多数セルとして単位電池の中に積層することができる。このことにより、単
位電池の静電容量の大容量化が容易になる。また、このことにより電極面積が大きくなり
、隣り合うセル間を非常に小さな抵抗で繋ぐことができるためセル間を繋ぐケーブルが不
要となり、電池が全体としてコンパクトになる。
【００７２】
　また、正極シート１０３は正極集電体９９に接し、負極シート１０４は負極集電体１０
０に接している。そして、隣り合う２個の単位電池の間には、一方の単位電池の正極集電
体９９ともう一方の単位電池の負極集電体１００に接するように図６に示す伝熱板９６が
挿入されている。この伝熱板９６の空気通流孔９７の向きは、正極シート１０３と負極シ
ート１０４の上下方向に一致している。各単位電池の正極集電体９９と負極集電体１００
との間は、セパレータ１０１によって正極セルと負極セルとに２分割され、セパレータ１
０１と正極集電体９９とで区画され正極シート１０３が配置される領域が正極セルとなり
、セパレータ１０１と負極集電体１００とで区画され負極シート１０４が配置される領域
が負極セルとなる。
【００７３】
　図４に示すように、導電性に優れるとともに熱伝導性のよい金属で構成された正極集電
体９９と負極集電体１００が、それぞれ正極シート１０３および負極シート１０４と直接
接触し、その上、各集電体９９、１００が、電気的に正極集電体９９と負極集電体１００
をつなぐ役割を果たす伝熱板９６と接触している。このことにより、図５の矢印で示す方
向に沿って伝熱板９６の空気通流孔９７を流通する空気に対して、電池反応の結果発生し
た熱は、効率的に伝達されて外部に放出される。このようにして、単位電池Ｃの温度は、
電池反応をスムーズに実行することができる適正な範囲に維持される。
【００７４】
　図４に示すように、正極の端部には統括正極集電体１０５が設けられ、負極の端部には
統括負極集電体１０６が設けられている。電池積層体８１の側部には、絶縁板１０７、１
０８が設けられている。統括正極集電体１０５の中央部に接続用の正極端子（図示せず）
が取り付けられ、統括負極集電体１０６の中央部に接続用の負極端子（図示せず）が取り
付けられる。
【００７５】
　正極シート１０３は、例えば、正極活物質と導電性フィラーと樹脂に溶剤を加えてペー
スト状にしたものを基板上に塗布して板状に成形し、硬化させたものであり、負極シート
１０４は、例えば、負極活物質と導電性フィラーと樹脂に溶剤を加えてペースト状にした
ものを基板上に塗布して板状に成形し、硬化させたものである。導電性フィラーとしては
、炭素繊維、炭素繊維にニッケルメッキしたもの、炭素粒子、炭素粒子にニッケルメッキ
したもの、有機繊維にニッケルメッキしたもの、繊維状ニッケル、ニッケル粒子、若しく
はニッケル箔を、単独で、若しくは組み合わせて用いることができる。このほか、正極の
導電性フィラーとしてはオキシ水酸化コバルトなども使用可能である。樹脂としては、軟
化温度１２０℃までの熱可塑性樹脂、硬化温度が常温から１２０℃までの樹脂、蒸発温度
１２０℃以下の溶剤に溶解する樹脂、水に可溶な溶剤に溶解する樹脂、若しくは、アルコ
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ールに可溶な溶剤に溶解する樹脂などを用いることができる。基板としては、ニッケル板
などの電気伝導性のある金属板を用いることができる。さらに、高温では一般的に水酸化
ニッケルの充電効率が低下し、酸素発生しやすくなる。これを改善して酸素発生量を抑え
るためには、イットリウム（Ｙ）、カルシウム（Ｃａ）や希土類元素の酸化物または水酸
化物を０．５～３重量％程度添加することが効果的であり、これにより４０～６０℃の高
温でも９０％程度の利用率を保持することが可能になる。
【００７６】
〔電池の冷却構造の第一実施形態〕（伝熱板）
　図６は伝熱板９６の一実施形態の斜視図である。この伝熱板９６はアルミニウムを素材
としてニッケルメッキを施したもので、上下方向に空気の流通経路９７が多数設けられて
いる。この伝熱板９６を正極集電体９９と負極集電体１００の間に挿入して、吸気ファン
８３ａと８３ｂによって吸い込んだ空気を流通経路９７を流通させることができる。伝熱
板９６は正極集電体９９と負極集電体１００に接して正極集電体９９と負極集電体１００
を接続するための部材であり、電気伝導性を有する。その点で、アルミニウムは電気抵抗
が比較的低く、熱伝導率が比較的大きいので、本発明の伝熱板として好ましい特性を有し
ている。酸化しやすいという欠点を有しているので、アルミニウム板にニッケルメッキを
施したものは、ニッケルメッキを施すことにより接触抵抗を低下させ、二次電池の等価的
な内部抵抗を低減することができるので、本発明の伝熱板としてさらに好ましい。
【００７７】
〔電池の冷却構造の第二実施形態〕（ファンによる冷却）
　図７は、本発明の伝熱構造を有する電池積層体８１を、強制冷却を行うファンと風洞（
空気流通空間）により冷却を行う構成を示した斜視図である。 電池積層体８１は下部に
空気が流通する空気流通空間８２を備えており、吸気ファン８３ａと８３ｂによって吸い
込まれた空気は空気流通空間８２から 電池積層体８１内の伝熱空間を経て上部の空気流
通空間８４を経て外部に放出される。図７における矢印は空気の流れる方向を示す。
【００７８】
〔電池モジュールの他の実施形態と冷却構造〕
　伝熱構造を有する電池ユニットの積層体の他の実施形態に係る縦断面図を図８（１）に
示す。この電池積層体８１ａは、６基の電池ユニットを積層したものである。 積層数は
６に限定されるものでなく適宜用途に応じて選定される。各電池ユニットは、正極板８５
と負極板８６の間に電解質溶液を装入するとともに正極（図示せず）と負極（図示せず）
の間に、アルカリ電解液中で腐食など変質せず、イオンは透過するが電子を透過させない
セパレータ（図示せず）を介在させ、正極内に正極活物質を装入し、負極内に負極活物質
を装入してなる構成である。そして、隣り合う２基の電池ユニットの間には、吸気ファン
８３ａと８３から吸い込まれた空気が流通する上下方向の空気流通空間８８が設けられて
いる。
【００７９】
　なお、空気流通空間８８は、正極板８５と負極板８６が対面している部分の全部にわた
って設けられているのではなく、正極板８５と負極板８６の上下方向に設けられておれば
よい。例えば、図８（２）に示すように、正極板８５と負極板８６の中央部の上下方向に
設けられており、空気流通空間８８の両側には導電部材８９が配置されてもよい。さらに
は、図８（３）において単位電池Ｃの上面図に示すように、正極板８５と負極板８６の間
に正極板８５と負極板８６の上下方向に渡り複数の導電部材８９を介在させて導電部材８
９の間に空気流通空間８８を設けてもよい。なお、正極板８５と負極板８６は導電部材８
９によって接続されている。
【００８０】
　９０、９１、９２、９３は絶縁板、９４は正極端子、９５は負極端子である。
【００８１】
　図８（１）において、正極板８５と負極板８６の間に各単一の正極容器と負極容器とを
設け、正極容器内にアルカリ電解液中で腐食など変質しない正極活物質を装入し、負極容
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器内にアルカリ電解液中で腐食など変質しない負極活物質を装入してなる単位電池Ｃを使
用することもできる。また、図２に基づいて説明した構造を有する単位電池を使用するこ
ともできる。
【００８２】
〔電池の冷却構造とフロート充電の関係〕
　電池の冷却とフロート充電の関係について説明する。図９において、ニッケル水素電池
は満充電後にその内部抵抗が充電と共に低下するところ、これは満充電後の過充電により
電池温度が高くなることに起因するものである。電池温度の上昇を抑えることができれば
、内部抵抗は抑えることができ、過充電の進展を防ぐことができる。上記に述べたような
冷却構造を採用することにより、フロート充電をすることが可能となる。
【００８３】
〔単位電池の他の実施形態〕
　ニッケル水素電池は、好ましくは負極活物質の水素吸蔵合金にミッシュメタル（Ｍｍ）
を含まない。すなわち、ニッケル水素電池の負極には、未精製の希土類金属（Ｌａ，Ｃｅ
，Ｐｒ，Ｎｄなど）の混合物であるミッシュメタルを負極活物質として含まなくてもよい
。
【００８４】
　本発明に用いる負極材料は電池動作温度範囲内(０～６０℃程度)において水素吸蔵、放
出可能であり、耐酸化性、耐アルカリ性を保持しているならば、特にその種類に限定はな
く、ニッケル水素電池で一般的に用いられているＭｍＮｉ5系合金以外の水素吸蔵合金を
用いることも可能である。
【００８５】
　ＭｍＮｉ5系以外の水素吸蔵合金としては、例えば、チタン（Ｔｉ）系やジルコニウム
（Ｚｒ）系合金が電池用負極材料として検討されており、いずれもミッシュメタルを含ま
ない。前者はＴｉＮｉとＴｉ2Ｎｉを混合した合金にバナジウム（Ｖ）やジルコニウム（
Ｚｒ）を添加した材料であり、後者はＺｒＶ2やＺｒＭｎ2をベースとしてクロム（Ｃｒ）
、バナジウム（Ｖ）、ニッケル（Ｎｉ）などで部分置換した合金である。
【００８６】
　これらは、初期活性化、高率充放電特性、サイクル耐久性のいずれにおいてもＭｍＮｉ

5系に比べると劣るものの、理論容量が大きく、かつ安価であるという利点がある。フロ
ート充電に用いる電池は、非常用電源として商用電源復旧までの数分乃至は数時間の電源
供給が主な目的であり、高率で充放電サイクルを繰り返す性能はそれほど重要ではないと
考えられる。例えば、１０年間使用した場合でも、充放電回数は高々１００回程度である
。かかる観点に立てば、フロート充電の用途には、これらＴｉ系やＺｒ系水素吸蔵合金を
用いることも可能である。
【００８７】
　また、電池用負極材料としては、ＭｍＮｉ5系、Ｔｉ系、Ｚｒ系に関わらず、優れた負
極として機能するものはニッケルを多く含んでいる。これは、ニッケルが高い触媒活性を
有し、水素を原子状のまま電極合金の格子間に吸蔵されるのを促進するためである。ニッ
ケル量が少ないか、または含まない合金ではこの機能が低く、充電時に負極で発生した水
素原子は電極表面で水素分子を形成して脱離しやすく、充電効率の低下、さらには水素ガ
スが充満することによって電池内圧上昇を引き起こす原因となり得る。また、負極にニッ
ケル粉末を添加することは、導電性フィラーとしてだけではなく、触媒作用による合金の
充電効率向上にも効果が期待できる。
【００８８】
　さらに、ニッケル水素電池は、好ましくは水素吸蔵合金がＬａＮｉ５型合金であり、そ
の組成がＭｍＮｉａＣｏｂＭｎｃＡｌｄであり、ＭｍはＬａ，Ｃｅ，Ｐｒ，Ｎｄの混合物
からなり、３．７＜ａ＜３．８、０．７＜ｂ＜０．７５、０．３＜ｃ＜０．４、０．３＜
ｄ＜０．３５、であり、４．９＜ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ＜５．３であってもよい。
【００８９】
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　純粋なＬａの代わりに未精製のままのＭｍを用いることで、コストを低減できる。ただ
し、平衡水素解離圧を調整するためには、Ｎｉの一部をＭｎ、Ａｌ、Ｃｏで置換すること
が有効である。Ｃｏ置換は充放電時の合金の体積膨張、収縮の変化を少なくして、合金の
割れを抑制し、Ａｌ置換は合金表面に酸化物などの保護膜を形成し、耐久性を向上させる
とともに、平衡解離圧を低減させる。Ｍｎ置換はＡｌ置換と比べて合金の水素吸蔵容量を
減らすことなく平衡水素解離圧を低減させることができるが、充放電の繰り返しによって
、電解液中に溶出しやすく、サイクル寿命を低下させる。
【００９０】
　MmNi5合金を用いた負極の基材としては、鉄にニッケルめっきを施したパンチングメタ
ルが一般的である。合金粉末に増粘剤、バインダ、導電助剤等を加えてスラリーを形成し
、これをパンチングメタルの両面に塗着し、ローラプレス機で加圧して製造される。
【００９１】
　負極用の水素吸蔵合金としてはＬａＮｉ５型合金をベースとした合金が一般的に用いら
れるが、水素解離圧調整や微粉化防止などの目的でＬａをミッシュメタルＭｍとし、Ｎｉ
の一部をＡｌ，Ｍｎ，Ｃｏで置換したものである。アルカリ中では合金表面近傍が腐食さ
れて希土類元素はＬａ(ＯＨ)３の針状結晶を形成するものの、Ｎｉリッチな金属皮膜を形
成する。ニッケルはアルカリに溶けにくいので、合金粒子の内側はアルカリによって腐食
されず安定に存在できる。このニッケルリッチな金属皮膜は水素吸蔵および放出反応にお
いて触媒作用を発揮するので、アルカリ中でも可逆的に水素吸蔵・放出が可能になる。
【００９２】
（化１）
　ＬａＮｉ５＋３Ｈ２　→　ＬａＮｉ５Ｈ６　　（１）
【００９３】
（化２）
　ＬａＮｉ５＋３Ｈ２Ｏ　→　Ｌａ（ＯＨ）３＋５Ｎｉ＋３／２Ｈ２　　（２）
【００９４】
　１Ａｈ－１．２Ｖのニッケル水素電池を構成する。すなわち、正極は水酸化ニッケルを
用い、１重量％の水酸化カルシウムを添加してある。負極はＬａＮｉ５型水素吸蔵合金と
してＭｍＮｉ３．７３Ｃｏ０．７３Ｍｎ０．３Ａｌ０．３を用いる。負極-正極容量比(Ｎ
／Ｐ)＝２．５とし、セパレータとしては、親水化処理ポリプロピレン不織布を用いる。
電解液としては、ＫＯＨ：ＮａＯＨ：ＬｉＯＨ＝３：３：０．４(Ｎ)を用いる。
【００９５】
〔ニッケル水素電池の充放電特性〕
　図１０は、各種電池のＳＯＣ（ｓｔａｔｅ　ｏｆ　ｃｈａｒｇｅ）に対する電圧変化を
示すＳＯＣ特性図である。横軸はＳＯＣを％単位で、縦軸は電池の端子電圧を定格電圧で
除して正規化して示す。曲線ａはニッケル水素電池の電圧変化、曲線ｂは鉛蓄電池もしく
はリチウムイオン電池の電圧変化を示す。
【００９６】
　充電状態の変動に対する電圧の変化は、ニッケル水素電池で約０．１に対して、鉛蓄電
池もしくはリチウムイオン電池の約１．５～２になっている。
【００９７】
　つまり、ニッケル水素電池は、他の電池に比較してＳＯＣの広い範囲で安定した電圧特
性を有しており、ニッケル水素電池は、充電状態の変動に対して電池電圧の変動が小さい
。これに比べて、曲線ｂで示される他の電池では、ＳＯＣの変動に対して電池電圧の変動
が大きい。
【００９８】
　したがって、ニッケル水素電池を、直流母線に直結した場合、ニッケル水素電池の充放
電が繰り返されることによりその充電状態（ＳＯＣ）が変動しても電池電圧の変動を非常
に小さく抑えることができる。このことから、本発明にかかるニッケル水素電池は、負荷
となる機器の接続に際して充放電制御装置の設備を必要としない。
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【００９９】
２．フロート充電方法について
〔フロート充電システムの第一実施形態〕
　図１１に基づいて本発明に係るフロート充電システムの第一の実施形態の説明を行う。
【０１００】
　直流電源装置１１は、図示しない交流電源から交流の電力の供給を受けて、直流電力に
変換して、負荷となる機器１３に直流母線１０を介して直流電力を供給する。直流母線１
０には機器１３と並列にニッケル水素電池１２が接続されていて、直流母線１０とニッケ
ル水素電池１２との間には電流計１５が接続されていて、ニッケル水素電池１２に流れる
電流が検出可能になっている。
【０１０１】
　電流計１５にて検出された電流信号は伝送線２１ａを介して制御回路１４に送られて、
制御回路１４にて電池に流れる電流値に基づく制御信号が伝送線２１ｂを介して直流電源
装置１１に送られる。
【０１０２】
　直流電源装置１１は、制御回路１４からの制御信号に基づきその出力電圧を調節する。
出力電圧の調節は、いわゆる昇降圧チョッパーを用いてその通流率を変更して行うが、そ
の他の方法であってもよい。直流電源装置１１の出力電圧を調節することにより、ニッケ
ル水素電池１２の充電電流、すなわち充電率を加減することが可能となる。
【０１０３】
　満充電後の充電率の目標値は０．１Ｃ以下であって、好ましくは０．０１Ｃ以下である
。さらに好ましくは０．００１Ｃである。充電率は電池の温度によって変更してもよい。
２５℃のときは０．０１Ｃとして、４５℃のときは０．００２Ｃとする。満充電後の充電
率を電池温度の減少関数とすることができる。また、過充電状態の減少関数とすることも
可能である。
【０１０４】
　ニッケル水素電池１２の放電により満充電状態でなくなれば、かかる制御を中止して、
従来の方法による充電に切り換えてもよい。例えば、８０％充電を下回れば０．１Ｃで充
電する。
【０１０５】
　充電電流の大きさと満充電までにかかる時間の関係は充電率（Ｃレート）で表現される
。例えば１Ｃならば１時間で、０．１Ｃであれば１０時間で電池を満充電にするだけの電
流を流す充電率である。一般に、１／ｎＣとして、ｎ時間で満充電にする充電率である。
ニッケル水素電池を急速充電する場合、充電率は０．１～１０Ｃ程度である。
【０１０６】
　ニッケル水素電池の内部抵抗が小さいことから比較的小さな電圧制御によって、電流値
を制御することにより、機器の動作に支障をきたすことなくニッケル水素電池のフロート
充電電圧および電流の制御が可能である。
【０１０７】
　図１１のような充電方法を採用することで、長期間充電を行っても過充電量はそれほど
大きくならず、酸素発生も少なくなる。また、発生した酸素も負極中の水素による処理速
度の範囲内で水に戻せるため、負極合金自体の劣化が生じにくい。さらに、電流値を小さ
く調整することで、正極の自己放電分を補うように充電して満充電状態を保つことが可能
であり、過充電による余分な酸素発生、発熱よる電池温度上昇、正極への添加剤(導電助
剤やバインダなど)の劣化を防止できるため、電池をより長寿命化することができる。
【０１０８】
〔フロート充電システムの第二実施形態〕
　図１２に基づいて本発明に係るフロート充電システムの第一の実施形態の説明を行う。
図１１と共通する部分については説明を省略する。ニッケル水素電池１２には温度計１６
が取り付けられていて、電池温度を検出して制御回路１９に伝送線２１ｃを介して制御回



(16) JP 5514594 B2 2014.6.4

10

20

30

40

50

路１９に送られて、制御回路１９にて電池温度に基づく制御信号が伝送線２１ｄを介して
直流電源装置１１に送られる。
【０１０９】
　直流電源装置１１は、制御回路１９からの制御信号に基づきその出力電圧を調節するこ
とにより、ニッケル水素電池１２に流れる電流を加減する。
【０１１０】
　満充電後の充電率の目標値は０．０１Ｃ以下であって、好ましくは０．００１Ｃ以下で
ある。さらに好ましくは０．０００１～０．０００３Ｃである。
【０１１１】
　ニッケル水素電池１２の放電により満充電状態でなくなれば、かかる制御を中止して、
従来の方法による充電に切り換えてもよい。例えば、８０％充電を下回れば０．１Ｃで充
電する。
【０１１２】
　過充電により正極における酸素発生は発熱を伴うため、過充電状態で充電を続けると、
電池内温度が上昇する場合がある。また、季節や地域によっては電池の動作環境温度その
ものが高い場合もある。このような場合、フロート充電時の電圧を変化させなくとも、温
度上昇により内部抵抗が低下するために、電流値も増大する。これを防ぐために電池温度
に合わせて電圧値を調節して電流を小さい値に保持する。
【０１１３】
〔フロート充電システムの第三実施形態〕
　図１３に基づいて本発明に係るフロート充電システムの第一の実施形態の説明を行う。
図１１と共通する部分については説明を省略する。
【０１１４】
　ニッケル水素電池１２に直列に放電時に電流の流れを阻止する向きにダイオード１７を
接続して、次いでこのダイオード１７に並列に可変抵抗器１８を接続する。ニッケル水素
電池１２には温度計１６が取り付けられていて、電池温度信号は表示装置２０に送られて
電池温度を表示する。
【０１１５】
　表示された電池温度に応じて、可変抵抗器１８を調節して充電電流を加減する。この場
合、電源電圧を調節するのではなく、直流電源装置１１とは独立に電池に直列接続された
可変抵抗器１８によって充電電圧を調整する。
【０１１６】
　可変抵抗器１８にはメモリが付されていて、表示装置２０に表示された数値に応じて可
変抵抗器１８を操作してもよい。メモリ変換は制御回路２０にて行う。
【０１１７】
　ダイオードの整流作用により、放電時にはダイオードに電流が流れるので、可変抵抗器
１８を適切に大きい値に設定しておくことで、電池に流れる充電電流を小さい値に制御で
き、放電時には抵抗の少ないダイオード側に電流が流れることによって、可変抵抗器によ
る余分なエネルギー損失を防ぐことができる。
【０１１８】
〔フロート充電システムの第一実施形態の変形例〕
　図１４にフロート充電システムの第一実施形態の変形例に係る系統図を示す。
【０１１９】
　図１４において、電池監視回路２２はニッケル水素電池１２の状態を検知して監視する
回路であり、例えばニッケル水素電池１２に異常があれば警報等を発することにより、電
池の異常を通報する。
　                                                                              
【０１２０】
　電池監視回路２２はニッケル水素電池１２の充電状態（ＳＯＣ）を検出する手段を有す
る。また、電池電圧、温度や電流等の諸量を検出する手段を有する。そして電池監視回路
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素１２の受電電流の適正値を計算する手段を備えていて、制御回路１４に対して充電電流
の目標値を出力する。
【０１２１】
　制御回路１４は、電池監視回路２２からの電流の目標値および電流計１５からの電池電
流をプロセス量として夫々入力して、例えばＰＩ制御演算を行うことにより、直流電源装
置１１の出力電圧を制御出力として算出して直流電源装置１１に送信する。
【０１２２】
　このようにすることにより、ニッケル水素電池の状況に応じた適切な制御の実行を行な
うことが可能となる。
【０１２３】
　なお、このような電池監視回路２２は、第二実施形態および第三実施形態にも変形例と
して適用することができる。
【０１２４】
３．試験結果
　試験例１、２、３として、１Ａｈ－１．２Ｖのニッケル水素電池を構成した。正極は水
酸化ニッケルを用い、高温における充電特性向上のため、１重量％の水酸化カルシウムを
添加してある。負極はＬａＮｉ５型水素吸蔵合金としてＭｍＮｉ３．７３Ｃｏ０．７３Ｍ
ｎ０．３Ａｌ０．３を用いた。負極-正極容量比(Ｎ／Ｐ)＝２．５とし、セパレータとし
ては、親水化処理ポリプロピレン不織布を用いた。電解液としては、ＫＯＨ：ＮａＯＨ：
ＬｉＯＨ＝３：３：０．４(Ｎ)を用いた。
【０１２５】
　構成した電池は室温（２５℃）において５サイクルの化成処理を行った。化成条件は、
０．２Ｃで６時間ほど充電したのちに、０．２Ｃ、カットオフ電圧０．８Ｖの条件で放電
する。この操作の後、ミリオームメータにて内部抵抗を測定したところ、０．０２Ω(２
０ｍΩ)であった。次に、このようにして得たニッケル水素電池を０．２Ｃで５時間充電
することによって満充電状態（ＳＯＣ＝１００％）にした。
【０１２６】
　試験例１、２、３は、上記の１Ａｈ－１．２Ｖの電池を満充電状態で、それぞれ図１１
、１２、１３の回路に組み込んだ状態で開始した。まず、直流電源装置の初期充電電圧Ｖ
０＝１．４Ｖに保持して、その際に流れる充電電流値Ａ０の値を確認した。
【０１２７】
　試験例１，２，３の試験結果を表１に示す。
【０１２８】
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【表１】

【０１２９】
（試験例１）
　内部抵抗値と電流値から初期充電電圧Ｖ０＝１．４Ｖと起電圧の差は０．００００５Ｖ
と換算される。この状態で充電電圧をわずかに変化させ、Ｖａ = １．３９９９５５Ｖに
変更したところ、表１に示すように、１．４Ｖのときの１/１０の電流値、Ａａ＝０．０
００２５Ａになった。充電電圧Ｖａ＝１．３９９９５５Ｖのまま３０日間の定電圧充電を
行い、０．２Ｃ放電－０．８Ｖカットのサイクルを１２回(約１年間)実行した。
【０１３０】
（試験例２）
　表の試験例２に示すように、Ｖ０＝１．４Ｖでは、２５℃のときよりも電流値が大きく
なっていた。Ｖａ＝１．３９９９５５Ｖに変更したところ、電流はＡ０＝０．０３Ａから
Ａａ＝０．００３Ａと１／１０に減少した。次いで、表の試験例２Ａのように電圧Ｖａ＝
１．３９９５０５Ｖとしたところ、電流Ａａ　=０．０００３Ａになり、初期と比べると
、Ａａ／Ａ０＝１／１００まで減少した。充電電圧Ｖａ＝１．３９９５０５Ｖのまま３０
日間の定電圧充電を行い、０．２Ｃ放電－０．８Ｖカットのサイクルを１２回(約１年間)
実行した。
【０１３１】
（試験例３）
　ここでは、まず可変抵抗値をゼロに設定した。この状態で表の試験例３に示すように、
Ｖ０＝１．４Ｖのときには、試験例１と同様にＡ０　＝０．００２５Ａの電流が生じた。
電池の内部抵抗が２５℃で２０ｍΩになるから、起電圧とＶ０の差は０．００００５Ｖと
換算される。直流電源装置の電圧はＶ０＝Ｖａ＝１．４Ｖで保持し、可変抵抗値を０から
１８０ｍΩに設定したところ、電流値はＡａ = ０．０００２５Ａまで減少した。起電圧
とＶ０の差のうち、０．００００４５Ｖは可変抵抗にかかり、残りの０．０００００５Ｖ
が電池の内部抵抗にかかっていると考えられる。電池と直列に接続された部分の内部抵抗
の合計は可変抵抗値の設定したことにより１０倍になったため、電流値も１／１０になっ
たと考えられる。
【０１３２】
（比較試験例１）
　試験例１と同条件にて、ニッケル水素電池を構成し、２５℃における化成処理を行った
。温度を２５℃で保持したまま、０．２Ｃで５時間の定電流充電を行い、次いで、電圧１
．４Ｖのまま３０日間の定電圧充電を行い、０．２Ｃ放電－０．８Ｖカットのサイクルを
１２回(約１年間)実行した。
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【０１３３】
（比較試験例２）
　試験例１と同条件にて、ニッケル水素電池を構成し、２５℃における化成処理を行った
。次いで、温度を３５℃に設定し、０．２Ｃで５時間の定電流充電を行い、次いで、電圧
１．４Ｖのまま３０日間の定電圧充電を行い、０．２Ｃ放電－０．８Ｖカットのサイクル
を１２回(約１年間)実行した。
【０１３４】
（比較試験例３）
　試験例１と同条件にて、ニッケル水素電池を構成し、２５℃における化成処理を行った
。次いで、温度を４５℃に設定し、０．２Ｃで５時間の定電流充電を行い、次いで、電圧
１．４Ｖのまま３０日間の定電圧充電を行い、０．２Ｃ放電－０．８Ｖカットのサイクル
を１２回(約１年間)実行した。
【０１３５】
（特性の評価）
　試験例１、２、３および比較例１、２、３において３０日間の定電圧充電後、０．２Ｃ
放電した際の放電容量を示す。なお、定電圧充放電試験を行う前の５回目の化成放電の放
電量は公称容量の１Ａｈであり、これを１００％として、１回目、６回目、１２回目の放
電容量の値を示す。
【０１３６】
【表２】

【０１３７】
　試験例１では、２５℃で１年間の定電圧充電を行ったが、容量の低下は殆どない。これ
から、電圧を制御して電流値を非常に小さい値に保持することによって、電極に殆ど負荷
をかけることなく満充電状態で電池を保管できることが明らかになった。
【０１３８】
　試験例２では、４５℃で１年間の定電圧充電を行った。２５℃の場合と比べると、動作
温度が高いが、電圧値を制御することによって、２５℃の場合と同様に満充電状態で電池
を保管できることがわかった。
【０１３９】
　このように試験例１および２では、直流電源装置の充電電圧を微調整するだけで充電電
流が１／１０～１／１００になり、上記（表２）のように１２回繰り返しても９８％ほど
にしか容量の低下がない。
【０１４０】
　このように試験例１～３の結果によると、この方法でフロート充電を行う場合は、フロ
ート充電電圧を、初期電圧から３．２／１００００００程度の割合で低下させると、フロ
ート充電の電流は１／１０程度までに減少させることができ、さらに初期電圧から3.5/10
0000程度の割合で低下させると、フロート充電の電流は１／１００程度までに減少させる
ことが判明した。　これまで述べたようにこの状態でフロート充電しても１年間の仕様に
問題がない。
【０１４１】
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　このように必要な充電電流が大幅に少なくなるため充電電力の使用量自体が効率的にな
るだけでなく、電池内部での発熱量もこれに比例してすくなくなるため、電池を冷却する
ための冷却ファンを使用する必要性も少なくなり、ファンに使用する電力量も少なくなる
。
【０１４２】
　試験例３では、２５℃で１年間の定電圧充電を行ったが、試験例１と同様に容量の低下
は殆どない。これから、高い精度で電圧値を制御する高価な電源類を用いることなく、可
変抵抗を制御するという単純動作のみで、充電電流値を大幅に減少させて、電極に殆ど負
荷をかけることなく満充電状態で電池を保管できることが明らかになった。
【０１４３】
　比較例１～３は電圧値を一定に保持しつつも、電流を非常に小さい値に保持するための
電圧制御は行っておらず、試験例１および２と比べると１０倍近い電流が流れている。試
験温度２５℃の比較例１においても、１年で１６％程度の容量低下が観測された。仮に公
称容量の８０％を電池寿命と定義するならば、比較例１では、１年と２ヶ月で電池寿命に
なる。比較例２および比較例３の電池寿命はそれぞれ約６ヶ月および約１～２ヶ月という
ことになる。
【０１４４】
　試験例の電池寿命(公称容量の８０％)を、比較例１～３の充電電流値および電池寿命と
の比較から単純計算によって見積もると、試験例１および３では１２年、試験例２では１
０年のフロート充電が可能である。
【０１４５】
４．ニッケル水素電池の他の実施形態
　本発明にかかるニッケル水素電池のフロート充電システムにおいて、開放構造のニッケ
ル水素電池を採用することも可能である。ここに開放構造とは、電解液の漏れは防止しつ
つも電池内部で発生したガスは電池外へ放出される構造となっている。密閉構造にみられ
るシールは採用されていない。
【０１４６】
　この構造によれば、電解液減少を防ぐために水を補給する必要があるものの、酸素が外
気へ放散されるため、負極合金の酸化が進みにくいという利点がある。つまり、フロート
充電時に比較的大きい電流が生じて酸素発生量が増大しても、その大部分は外気に排気さ
れるため、密閉構造の場合と比較して負極合金の劣化を抑えることが可能である。適宜イ
オン交換水の補給を行うことで、長期フロート充電を行っても電池寿命を延ばす事ができ
る。充電器や電源で制御できる電圧の精度があまりよくない場合などには、この様な方法
を採用することも可能である。
【０１４７】
　アルカリ水溶液を電解液として用いる二次電池では、水酸化ニッケルを正極として用い
る。充電時、正極では水酸化ニッケルがオキシ水酸化ニッケルに酸化される。放電時は逆
に、オキシ水酸化ニッケルが水酸化ニッケルに還元される。過充電状態では、オキシ水酸
化ニッケルの一部がさらに酸化されて、ガンマタイプのオキシ水酸化ニッケルに変化する
反応も生じるものの、多くは電解液中の水を電気分解して酸素発生する。なお、過充電状
態での内部抵抗低下は上記のような酸素発生による発熱のほかにも、水酸化ニッケルの導
電性も関係している。充電によって生じたオキシ水酸化ニッケルは放電状態の通常の水酸
化ニッケルよりも電子伝導性が優れているため、充電が進むにつれて正極の内部抵抗が低
下する。このことも電池の内部抵抗全体の低下も引き起こして電流量の増大を引き起こす
原因の一つと考えられる。
【産業上の利用可能性】
【０１４８】
　本発明にかかるニッケル水素電池のフロート充電システムによれば、ニッケル水素電池
をフロート充電する電源システムに適用することができ、ハイブリッドシステムやＵＰＳ
等の地上蓄電設備に有用である。
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【符号の説明】
【０１４９】
　１　交流電源
　２　機器（負荷）
　３　整流器（コンバータ）
　４　インバータ
　５　変圧器
　６　半導体スイッチ
　７　二次電池
１０　直流母線
１１　直流電源装置
１２　ニッケル水素電池
１３　機器
１４　制御回路
１５　電流計
１６　温度計
１７　ダイオード
１８　可変抵抗器
１９　制御回路
２０　表示装置
２１　伝送線
２２　電池監視回路
Ｂ　　電池モジュール
Ｃ　　単位電池Ｃ
５１　電池積層体
５２　側面板
５３　圧縮板
５４　締付けボルト
５５　ケーシング
５６　伝熱板
６１　セパレータ
６２　正極板
６３　負極板
６５　電極体
６７　枠形部材
６７ａ　開口
６７ｂ　各辺
６７ｃ　開口
６９　第１蓋部材
６９ａ　本体部
６９ｂ　側部
７１　第２蓋部材
７１ａ　本体部
７１ｂ　側部
８１　電池積層体
８２　空気流通空間
８３ａ　吸気ファン
８３ｂ　吸気ファン
８４　空気流通空間
８５　正極板
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８６　負極板
８７　電池ユニット
８８　空気流通空間
８９　導電部材
９０、９１、９２、９３　絶縁板
９４　正極端子
９５　負極端子
９６　伝熱板
９７　空気流通経路
９８　電池積層体（電池ユニット）
９９　正極集電体
１００　負極集電体
１０１　セパレータ
１０２　電解質溶液
１０３　正極シート
１０４　負極シート
１０５　統括正極集電体
１０６　統括負極集電体
１０７　絶縁板
１０８　絶縁板

【図１】 【図２】
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【図９】 【図１０】
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【図１３】 【図１４】
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